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○預金科目別残高（期末残高） （単位：百万円、％）

17年9月末 17年3月末  (参考)

残　　高 構成比 残　　高 構成比

流 動 性 預 金 618,899 16.6 443,532 13.1

当 座 預 金 861 0.0 698 0.0

普 通 預 金 617,997 16.6 442,787 13.1

通 知 預 金 41 0.0 46 0.0

定 期 性 預 金 2,890,733 77.6 2,757,830 81.2

定 期 預 金 2,795,977 75.1 2,664,052 78.4

保障基金定期預金 94,755 2.5 93,778 2.8

そ の 他 の 預 金 105,021 2.9 84,112 2.5

小 計 3,614,654 97.1 3,285,474 96.8

譲 渡 性 預 金 101,881 2.7 91,881 2.7

組 合 短 期 資 金 8,000 0.2 18,500 0.5

合 計 3,724,536 100.0 3,395,856 100.0

（注）その他の預金＝為替決済預り金＋別段預金＋外貨預金

○貸出金科目別残高（期末残高） （単位：百万円、％）

17年9月末 17年3月末  (参考)

残　　高 構成比 残　　高 構成比

手 形 貸 付 13,000 2.5 ―　 ―　

証 書 貸 付 354,017 68.3 361,547 65.4

当 座 貸 越 21,607 4.2 43,806 7.9

代 理 貸 付 金 129,322 25.0 147,206 26.7

合　　　　　計 517,947 100.0 552,560 100.0

○有価証券残高（期末残高） （単位：百万円、％）

17年9月末 17年3月末  (参考)

残　　高 構成比 残　　高 構成比

国 債 1,792,903 62.4 1,697,870 61.9

地 方 債 13,378 0.5 22,060 0.8

社 債 617,474 21.5 665,223 24.2

株 式 3,385 0.1 3,385 0.1

そ の 他 446,219 15.5 357,122 13.0

合 計 2,873,361 100.0 2,745,661 100.0

区 分

区 分

区 分



○貸出先別残高

17年9月末 17年3月末  (参考)

残　　高 構成比 残　　高 構成比

会 員 18,949 3.7 45,094 8.2

会 員 外 498,998 96.3 507,466 91.8

　  　代 理 貸 付 金 129,322 25.0 147,206 26.6

　 　 事 業 法 人 等 218,091 42.1 218,577 39.6

　 　 そ　  の  　他 151,584 29.2 141,683 25.6

合 計 517,947 100.0 552,560 100.0

○業種別貸出金残高

17年9月末 17年3月末  (参考)

残　　高 構成比 残　　高 構成比

農 業 14 0.0 15 0.0

林 業 17 0.0 18 0.0

漁 業 8 0.0 29 0.0

鉱 業 24 0.0 26 0.0

建 設 業 18,318 3.5 21,441 3.9

製 造 業 42,965 8.3 45,003 8.1

卸 売 ・ 小 売 業 4,821 0.9 12,307 2.2

金 融 ・ 保 険 業 71,330 13.8 86,624 15.7

不 動 産 業 53,769 10.4 58,845 10.7

情 報 通 信 業 13,767 2.7 13,986 2.5

運 輸 業 67,073 13.0 70,622 12.8

電気･ガス ･熱供給･水道業 9,778 1.9 9,782 1.8

各 種 サ ー ビ ス 176,838 34.1 170,343 30.8

そ の 他 の 産 業 － － － －

小 計 458,727 88.6 489,047 88.5

地 方 公 共 団 体・国 － － － －

雇用 ・ 能力開発機構等 2,313 0.4 2,193 0.4

個人(住宅･消費･納税資金等) 56,906 11.0 61,320 11.1

合 計 517,947 100.0 552,560 100.0

（単位：百万円、％）

区 分

（単位：百万円、％）

区 分



○リスク管理債権 （単位：百万円）

破 綻 先 債 権 18
延 滞 債 権 18,395
３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 9,881

 　 リ  ス  ク  管  理  債  権  合  計   (A） 28,294

       貸     出   　金     合  　 計          (B) 552,560
       貸 出 金 に 占 め る 割 合     (A／B） 5.1%

(注） 平成17年9月末の計数は、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」第12条の2第1項第5号ﾛに規定する各債

権のカテゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算出しております。

　＜平成17年9月末の算出方法＞

1．債務者区分については原則として平成17年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。

　ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに信用格付による債務者区分の変更等のあ

　った債務者については、当会の定める基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

２．「破綻先債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先に該当する債務者に対する貸出金の合計です。

３．「延滞債権」の金額は、債務者区分でいう実質破綻先及び破綻懸念先に該当する債務者に対する貸出金の合計

　です。

４．「3カ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払いを約定支払日の翌日から3ヶ月以上遅延している債務者

  に対する貸出金で、債務者区分でいう要注意先に対する貸出金の一部です。

５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

  猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行った貸出金で、債務者区分でいう要注

　意先に対する貸出金の一部です。

○金融再生法に基づく開示債権 （単位：百万円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 12,419
危 険 債 権  5,993
要 管 理 債 権 9,881

28,294
525,411
553,7050
20,552
5,725
26,278
92.8%
73.9%

(注） 平成17年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急処置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカ

テゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算出しております。

　＜平成17年9月末の算出方法＞

1．債務者区分については原則として平成17年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。

　ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに信用格付による債務者区分の変更等のあ

　った債務者については、当会の定める基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

２．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務

　者に対する債権の合計です。

３．「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。

４．「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、貸出条件を緩和

　している債権及び3か月以上延滞している債権の合計です。

５．「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこ

　れらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権の合計です。

89.0%

16,292

担 保 ・ 保 証 等 (B)

担保・保証等、引当金による保全率(D)/(A)

保  全  額   合 　計  (D) = (B) + (C) 14,508
   貸       倒       引       当      金        (C)

503,761

8,790
5,717

    貸  倒  引　当  金　引  当  率  　(Ｃ)/(Ａ－Ｂ)

517,947
3.1%

 金融再生法に基づく開示債権合計
正 　      常        　  債　　        権

76.2%

6,091
9,247

520,054

953

不 良 債 権   合 計 (A)

平成１7年９月末

  　　　　　 区　                     　　分

16,292

39
7,005
－
9,247

平成１7年３月末 （参考）

平成１７年９月末 平成１７年３月末 （参考）

  　　　　　 区　                     　　分



○自己資本比率 　　　　　　　（単位：百万円、％）

出 資 金 53,855 53,855

 うち非累積的永久優先出資金 5,000 5,000

優 先 出 資 払 込 金 － －

資 本 準 備 金 5,000 5,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 － －

利 益 準 備 金 14,350 14,350

特 別 積 立 金 52,950 52,950

次 期 繰 越 金 8,045 3,097

 その他有価証券の評価差損 ( △ ) － －

自己優先出資払込金 － －

自己優先出資( △ ) － －

営 業 権 相 当 額 ( △ ) － －

企業結合により計上される無形

固定資産相当額 ( △ )

134,201 129,253

土地の再評価額と再評価の直前の

帳簿価額の差額の４５％相当額

一 般 貸 倒 引 当 金 10,922 12,253

負債性資本調達手段等 － －

　　　　　　　 計 10,922 12,253

6,712 6,421

他の金融機関の資本調達手段の

意図的な保有相当額　　 （Ｃ）

自己資本額 （Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ）　   (Ｄ） 119,362 114,133

資産(オン・バランス)項目 1,072,982 1,027,400

ﾘｽｸ･ｱｾｯﾄ オフ・バランス取引項目 1,003 4

1,073,985 1,027,405

　　　(注）「協同組合による金融事業に関する法律第6条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき信

　　　　　用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか

　　　　　どうかを判断するための基準」に基づき算出しています。

　　　　　計   　  　（Ｅ）

 自己資本比率(国内基準)＝(Ｄ)／(Ｅ)×100 11.11 11.10

－ －

うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控 除 項 目 21,551 21,541

平成17年9月末 平成17年3月末

－ －

項　　　　目

基本的項目

　　　　　計　　　　 （Ａ）

補完的項目



○有価証券の時価等情報
　貸借対照表の｢有価証券｣のほか、｢預け金｣中の譲渡性預け金、ならびに｢買入金銭債権｣中の貸付債権信託の受益権証書

を含めて記載しています。

１．売買目的有価証券

○該当ありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

　うち益 　うち損

172,460 174,048 1,588 1,588 -

6,703 6,722 18 18 -

65,982 65,982 - - -

529,871 531,241 1,370 2,148 777

248,917 249,143 225 513 288

1,023,935 1,027,138 3,202 4,268 1,066
（注） 時価は、9月末日における市場価格等に基づいています。

　　　　

３．子会社および関連会社株式で時価のあるもの

○該当ありません。

４．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

- - - - -

1,692,291 1,714,721 22,430 24,465 2,034

国 債 1,598,169 1,620,443 22,273 24,147 1,873

地 方 債 6,605 6,674 69 69 -

短期社債 - - - - -

社 債 87,516 87,603 87 248 160

218,610 222,689 4,078 4,895 817

1,910,902 1,937,411 26,509 29,361 2,851
 （注） 貸借対照表計上額は、9月末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。

５．時価のない有価証券の主な内容および貸借対照表計上額 （単位：百万円）

そ の 他 有 価 証 券 株　　　　　式 512

そ　　の　　他 8,604

-債　　　　　券

平成１７年９月末

満 期 保 有 目 的 の 債 券
債　　　　　券

子会社および関連会社株式

そ　　の　　他

-

-

2,872

うち損

債 券

そ の 他
合 計

取得原価 時　　価 差　　額
うち益

株 式

平成１７年９月末

時　　価
貸借対照表

計上額
差　　額

平成１７年９月末

国 債

社 債

そ の 他

地 方 債

短 期 社 債

合 計



○デリバティブ取引情報

１．クレジットデリバティブ取引
（単位：百万円）

うち1年超

店頭 クレジットデリバティブ

　　売建 1,000 1,000 4 4

　　買建 - - - -

4 4
  （注）１．上記取引については、時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しています。

　　　　

２．クレジットデリバティブ以外の取引

　○該当ありません。

３．「売建」は信用リスクの引受取引、「買建」は信用リスクの引渡取引です。

時価 評価損益

　合計

２．時価は、割引現在価値により算定しています。

種類

平成１７年９月末

区分 契約額等


